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１ 財政規模



１ 鳥取市の財政規模
（１）歳入・歳出決算額の推移

鳥取市では、平成16年度の市町村合併後、合併算定替による平成27年度以降の普通交付税の段階的減少を見据え、投資的経費の圧縮
などにより普通会計ベースでの歳入・歳出決算額を800億円前半に抑制してきました。
しかし、平成20年秋のリーマンショックによる景気の低迷、長引くデフレに対し、国の緊急経済対策などを活用し、地域経済の活性化と雇用創出に
重点的に取り組んだ結果、財政規模は900億円前後まで拡大し、近年では、社会保障費の増大に加え、人口減少対策・子育て支援の重点化、学校等の耐震化な
ど大規模事業に積極的に取り組んだことにより、平成29年度には歳入・歳出決算額とも1,000億円を超えました。
令和6年度は、エネルギーや食料品などの物価高騰が長期化する中、個人や事業所への支援など、市民生活や地域経済を支える緊急対策を実施しました。
また、将来も見据えた未来への投資として地域経済の底上げを図るための取組を行うとともに、令和5年台風第7号による災害からの復旧・復興へ向けた対応、本庁
舎跡地活用の推進など、歳入決算額1,135.2億円、歳出決算額1,113.5億円となりました。

※普通会計・・・総務省の定める会計区分の一つで、一般会計、特別会計など各会計で経理する事業の範囲が自治体ごとに
異なっているため、統一的な基準で整理して比較できるようにした統計上の会計区分。
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■歳入・歳出決算額の推移
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２ 歳入の状況



（１）歳入決算額の推移

市税は平成27年度以降、景気の穏やかな回復基調を受けて増加傾向となり、令和元年度は239億円まで回復しました。令和２年度はコロナ禍の
影響により一時落ち込みましたが、その後は回復傾向を見せており、令和6年度は国の定額減税の影響などにより個人市民税の減など対前年度4.9億
円減となりました。
地方交付税は、合併算定替が終了した平成28年度以降は230億円前後で推移していましたが、令和３年度は臨時的に措置された臨時財政対策
債償還基金費などの要因により250億円と大幅な増となりました。令和6年度は、物価高騰、人事院勧告への対応に係る給与改定費などの増による普通交付税の増
（対前年度13.2億円）、除雪経費や物価高騰の影響による特別交付税の増（同3.1億円増）により、対前年度16.3億円の増となりました。
また、市債は、将来の財政負担を考慮して新規発行の抑制に努めていましたが、市有施設の耐震化、工業団地整備などにより平成27年度から増加傾向となり、新
本庁舎整備が本格化した平成29年度以降、100億円を超える発行が続きました。令和6年度は、旧本庁舎・第二庁舎跡地整備が増加した一方、臨時財政対策債
の減、豊美・倉田保育園の整備などの完了による一般事業債の減などにより、対前年度11.8億円減の59.7億円となりました。
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■歳入の状況（令和6年度決算） ■歳入決算額の推移
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２ 歳入の状況
（１）歳入決算額の推移
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２ 歳入の状況
（２）税目別の市税の推移

令和6年度の市税収入のうち、個人市民税は、賃上げによる給与所得の増加や株式の譲渡・配当所得による増加が見られた一方で、定額減税の
実施により約7.5億円の減収となったことが影響し、対前年度6.1億円減の80.5億円となりました。
法人市民税は、令和2年度税制改正による税率の変更（12.1％→8.4％）とコロナ禍の影響により減収傾向にありましたが、令和6年度は金融業
において、個人・法人への貸出が増加したことや製造業において前年度にみられた急激な円安に起因する企業収益の落ち込みが徐々に解消されたこと、受注拡大な
どにより収益が回復したことなどにより、対前年度2.1億円増の19.0億円となりました。
固定資産税は、評価替の年度にあたり在来家屋の評価額は経過年数に伴う減価、土地評価額も下落したため固定資産税全体で対前年度0.64億円減の
113.0億円となりました。
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■市税の決算状況

※令和2年度から、市町村分の法人住民税法人税割の減収補てん措置として、法人事業税の
一部を都道府県から市町村に交付する制度（法人事業税交付金）が創設されている。
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２ 歳入の状況
（３）地方交付税等の推移

地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。これに加えて、本来、普通交付税として交付されるべきところを、国の財源不足を理由に後
年度に交付税措置されることとなる臨時財政対策債も、実質的な地方交付税とみなしています。
令和6年度の実質的な普通交付税は、市民税（地方税）、地方消費税の税収増などにより基準財政収入額が増となったこと、また基準財政需要
額は物価高騰の影響などに伴う包括算定経費の増、前倒しで措置された臨時財政対策債償還基金費増（2.5億円）、人事院勧告への対応に係る給与改定費の
増などにより、対前年度8.2億円の増となりました。
一方、災害復旧事業経費の減はあったものの、除雪経費の増により特別交付税は対前年度3.1億円の増となり、実質的な地方交付税は全体で11.3億円の増となり
ました。
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■地方交付税等の状況
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２ 歳入の状況
（４）市債の推移

市債には、後年度の起債償還に対して交付税が措置される臨時財政対策債があり、実質的な市の負担額を適切に把握するために、便宜上、臨時
財政対策債以外の市債を一般的な市債と位置づけています。この一般的な市債の中にも、償還の際に交付税措置があるものもあり、必ずしも全てが本
市の負担とは限りません。
令和6年度の一般的な市債は、豊美・倉田保育園の整備といった事業の完了により、対前年度6.9億円減の55.1億円となりました。
市債の発行にあたっては、将来負担を軽減するため、交付税措置率が高く、市の実質的な負担が少ない、有利な市債を厳選しました。

※臨時財政対策債・・・国が財源不足により地方交付税の総額を確保できない場合に、不足分を地方が借り入れる地方債。
借入金返済額は、全額が地方交付税で賄われる。

※地域総合整備資金貸付事業債（ふるさと融資）・・・
地方自治体が地域振興に資する民間事業活動を支援するために長期の無利子資金を融資する制度。
元金償還額全額について充当可能な特定財源が見込まれる。 8

■市債発行額の推移
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3 歳出の状況



（１）目的別歳出の推移

行政の目的に着目して歳出を分類し、その推移を示したのが下図です。
「福祉に関する経費」は、定額減税補足給付金事業費(対前年度15.2億円皆増)などにより、対前年度13.0億円増となりました。
また、「環境衛生に関する経費」は、佐治用瀬一般廃棄物処理場の解体事業による施設維持管理費（同1.4億円増）の増はあるものの、
市立病院事業会計への繰出（同2.5億円減）、感染症対策事業費（同2.7億円減）などの減により、対前年度3.4億円減となり、歳出全体に占める割合は
7.4%から7.1％に縮小しました。
「地域経済・観光の振興に関する経費」は、制度融資資金（同12.3億円減）などの減により、対前年度14.0億円減となり、歳出全体に占める割合は14.2％から
13.0％に縮小しました。
「災害復旧に関する経費」は、昨年度に引き続き令和5年台風第7号災害(8月)等による施設等の災害復旧費が増加したことから、対前年度2.7億円の増となり、
歳出全体に占める割合は1.9%から2.2%に拡大しました。
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■目的別歳出（令和6年度決算）
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３ 歳出の状況
（１）目的別歳出の推移
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（百万円）（下段は構成比率 ％）
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0.40.51.10.40.50.40.50.40.60.4

3,1433,1593,1343,3113,2863,9484,0043,2843,4764,041都市基盤の整備に関する経費

2.82.82.82.82.53.94.13.33.64.3

2,7062,6202,6642,6292,8742,8382,7352,6522,7042,750消防に関する経費

2.42.42.42.22.22.82.82.62.82.9

11,51510,59211,30110,91810,23611,5238,8738,4128,6928,525教育・スポーツ振興に関する経費

10.39.510.19.17.911.39.08.49.19.1

9,80811,1469,7399,8759,5849,6069,71410,07110,05210,611市債の償還に関する経費

8.810.08.78.27.49.49.910.010.511.3

3,1073,1633,1563,0572,9262,7642,5792,3612,1481,954うち臨時財政対策債分

2,4122,1415434521619461,13640184132災害等その他に関する経費

2.21.90.50.40.10.91.20.40.10.1

111,351111,334112,371120,402129,906102,16698,272100,73795,47493,872合計

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 



（２）性質別歳出の推移

歳出をその性質に着目して分類し、その推移を示したのが下図です。
義務的経費である人件費は、人事院勧告に準拠した若年層に重点をおいた給与等の引き上げや会計年度任用職員への勤勉手当支給開始などに
より人件費は対前年度11.5億円増となりましたが、 臨時財政対策債（後年度に全額交付税措置）を除く公債費は、昨年度のふるさと融資繰上償
還（14.1億円）が無くなったため対前年度13.4億円の減となりました。扶助費は、感染症対策推進事業（同1.2億円減）が減となった一方、定額減税補足給
付金事業費（同14.7億円増）、住民税非課税世帯物価高騰対策給付金事業費（同6.5億円）などの増により、対前年度7.7億円増となり、歳出全体に占
める割合は21.7％から22.4％に上昇しました。全体に占める割合は、扶助費が最も高くなっています。
投資的経費は、災害復旧事業費の増はあったものの、豊実保育園・倉田保育園改築事業費の減により、対前年度0.9億円の減となりました。
その他経費の維持補修費は、除雪費（同4.3億円増）などの増により、対前年度3.8億円の増となりました。

※義務的経費・・・地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費。 12

■性質別歳出（令和6年度決算） ■性質別決算額の推移
(百万円) (億円)

1,113
億円
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1,000

1,200

1,400

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

義務的経費 投資的経費 その他経費
人件費 扶助費 公債費

義務的経費

44%

投資的経費

8%

その他経費

48%

人件費

13,824 

扶助費

24,962 

公債費

9,808 
普通建設事業費

6,635 災害復旧事業費

2,412 

物件費

14,699 

補助費等

15,292 

維持補修費

1,629 
貸付金

12,561 

繰出金

7,333 

その他

2,195 



※人件費・・・職員等に対し、勤労の対価、報酬として払われる一切の経費。
※扶助費・・・社会保障制度の一環として地方公共団体が法令等に基づき支出する経費及び単独で行う各種扶助の経費。
※公債費・・・地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子。
※物件費・・・地方公共団体が支出する消費的性質の経費の総称。
※維持補修費・・・地方公共団体が管理する公共用施設等の効用を保全するための経費。
※投資的経費・・・支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される経費。

（２）性質別歳出の推移

13

（百万円）（下段は構成比率 ％）
R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27
13,82412,67812,90013,11812,87212,30612,56411,98312,04812,128人件費
12.4 11.4 11.5 10.9 9.9 12.0 12.8 11.9 12.6 12.9 

24,96224,19022,84525,03420,56319,92918,98919,31719,30418,302扶助費
22.4 21.7 20.3 20.8 15.8 19.5 19.3 19.2 20.2 19.5 
9,80811,1469,7399,8759,5839,6069,71410,07110,05210,611公債費
8.8 10.0 8.7 8.2 7.4 9.4 9.9 10.0 10.5 11.3 

3,1073,1633,1563,0572,9262,7642,5792,3612,1481,954うち臨時財政対策債分
14,69914,56316,23815,12013,01412,67211,63210,85010,69510,509物件費
13.2 13.1 14.4 12.5 10.0 12.4 11.8 10.8 11.2 11.2 
1,6291,2471,2031,4051,2438758891,0891,084886維持補修費
1.5 1.1 1.1 1.2 1.0 0.9 0.9 1.1 1.1 0.9 

15,29215,31216,48720,80437,43515,05714,80414,86813,99013,922補助費等
13.7 13.8 14.7 17.3 28.8 14.7 15.1 14.8 14.7 14.8 

12,56114,08715,12616,58618,1878,13910,20011,13310,78410,009貸付金
11.3 12.7 13.4 13.8 14.0 8.0 10.4 11.0 11.3 10.7 
7,3347,1597,1037,1207,1446,9296,7386,7717,3147,288繰出金
6.6 6.4 6.3 5.9 5.5 6.8 6.8 6.7 7.7 7.8 

9,0479,1409,07910,0848,63715,82411,97013,9989,2818,040投資的経費
8.1 8.2 8.1 8.4 6.7 15.5 12.2 13.9 9.7 8.6 

2,1951,8121,6511,2561,2288297726579222,177その他(積立金等)
2.0 1.6 1.5 1.0 0.9 0.8 0.8 0.6 1.0 2.3 

111,351111,334112,371120,402129,906102,16698,272100,73795,47493,872合計
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 



4 財政分析



４ 財政分析
（１）経常収支比率

経常収支比率とは、毎年収入される経常一般財源等が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費にどれくらい充当され
たかを示す指標です。この数値が高くなるにしたがって財政は硬直化し、政策的な事業への予算配分が困難となります。
令和6年度は、地方交付税の増加により経常収支一般財源が増加したものの、人勧に準拠した若年層に重点をおいた給与等の引き上げや会計
年度任用職員への勤勉手当支給開始など人件費の増加により、経常収支比率は前年度より1.6ポイント増となる90.3％となりました。

弾
力
性

低

高

× 100（％）
経常経費充当一般財源

経常収支比率 ＝
経常一般財源総額
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※経常一般財源等・・・市税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源。

■経常収支比率の推移

(％)

※中核市62市平均(R6) 92.8％
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（２）健全化判断比率及び資金不足比率

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成19年度決算から各自治体の財政の健全化を指標によって判断することとなりました。
令和6年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率については以下のとおりです。基準財政需要額算入額の減などにより、実質公債費
比率、将来負担比率ともに上昇しましたが、いずれの指標も財政の黄信号となる早期健全化基準を大幅に下回っています。

16 

財政再生基準

早期健全化基準

■実質公債費比率の推移

早期健全化基準

■将来負担比率の推移

(％) (％)

※中核市62市平均(R6) 5.4％ ※中核市62市平均(R6) 52.8％
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※実質赤字比率・・・市の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（市の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に対する比率。
※連結実質赤字比率・・・公営企業会計を含む市の全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率。
※実質公債費比率・・・市のすべての会計と一部事務組合などの会計における借入金(地方債)の返済額とこれに準じる額が、市が収入し得る標準的な一般財源に対して、どれくらいあるのかを示す指標。
※将来負担比率・・・実質公債費比率の会計範囲に加えて、土地開発公社や市が損失補償を行っている出資法人等を含む将来負担すべき実質的な債務が、市が収入し得る標準的な一般財源に対して
どれくらいあるのかを示す指標。

（２）健全化判断比率及び資金不足比率
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■健全化判断比率及び資金不足比率の推移

（％）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 中核市62市
平均(R6)

早期健全化
基準

（黄信号）

財政再生
基準

（赤信号）

－ － － － － － － － － －

（▲3.44）（▲2.49）（▲4.03）（▲4.35）（▲3.80）（▲4.17）（▲5.80）（▲5.23）（▲4.00）（▲3.84）

－ － － － － － － － － －

（▲18.57）（▲18.92）（▲20.78）（▲20.53）（▲18.64）（▲20.82）（▲24.52）（▲26.08）（▲22.80）（▲20.60）

実質赤字比率 － 11.25 20.0

連結実質
赤字比率 － 16.25 30.0

実質公債費比率 12.1 11.4 11.2 10.8 10.3 9.6 8.9 8.7 8.8 5.49.0 25.0 35.0

将来負担比率 78.4 72.1 68.7 63.1 69.6 68.4

※実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は「－」表記となるが、（ ）内に実績値を掲載し、黒字額をマイナス表記している。

63.8 62.5 65.0 52.8 350.0 適用しない69.4



（２）健全化判断比率及び資金不足比率

18

■資金不足比率の推移

（％）

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27特別会計の名称

－－－－－－－－－－
鳥取市水道事業会計

（▲61.7）（▲65.6）（▲65.0）（▲62.4）（▲56.9）（▲54.5）（▲62.0）（▲59.2）（▲58.9）（▲65.9）

－－－－－－－－－－
鳥取市工業用水道事業会計

（▲549.0)（▲504.4)（▲471.9）（▲442.6）（▲443.5）（▲495.5）（▲477.0）（▲388.0）（▲398.3）（▲500.5）

－－－－－－－－－－
鳥取市下水道等事業会計

（▲75.8）（▲81.0）（▲91.1）（▲85.0）（▲81.5）（▲73.2）（▲64.4）（▲52.4）（▲44.4）（▲41.3）

－－－－－－－－－－
鳥取市病院事業会計

（▲36.2）（▲48.3）（▲51.1）（▲40.2）（▲29.9）（▲24.2）（▲34.6）（▲40.3）（▲48.0）（▲48.9）

－－
鳥取市簡易水道事業費特別会計

（▲44.2）（▲2.2）

－－－－－－－－－－鳥取市公設地方卸売市場事業費
特別会計 （▲5.2）0 0 0 （▲22.2）（▲24.5）（▲20.5）（▲15.5）（▲9.2）（▲4.5）

－－－－－－－－－－
鳥取市温泉事業費特別会計

（▲6.9）（▲9.8）（▲11.9）（▲0.9）（▲8.6）（▲9.6）（▲5.3）（▲10.3）（▲7.3）（▲17.1）

－－－－－－－－－－鳥取市観光施設運営事業費
特別会計 0000000000

－－－－－－－－－－
鳥取市電気事業費特別会計

(▲3.0)(▲2.8)0(▲0.3)(▲5.1)(▲1.8)(▲3.4)(▲8.1)(▲0.4)(▲2.0)

20.0 経営健全化基準（黄信号）

※資金不足額がない場合は「－」表記となりますが、（ ）内に実績値を掲載し、黒字額をマイナス表記しています。



（３）市債残高の推移

市債残高については、市町村合併後平成17年度にピークを迎えましたが、平成18年度以降は減少傾向にあり、新本庁舎整備、新可燃物処理
施設等の大型事業を見据えて新規発行の抑制や任意の繰上償還により着実に減少させてきました。しかしながら、新本庁舎整備が本格化
した平成29年度には、再び1,000億円を超え、新可燃物処理施設の完成より令和3年度をピークに減少しています。
令和6年度末の市債残高は、臨時財政対策債の減少や市民体育館の整備事業の完了による新発債の抑制などにより、対前年度33.1億円減の1,084.4億円
となりました。今後は、給食センター整備事業等の大型事業の実施や金利が上昇局面にあることを踏まえ、交付税算入率の高い市債の活用や基金の活用による新
規発行を抑制し、健全な財政運営に努めます。

19

■市債残高の推移

(億円)
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（３）市債残高の推移
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※公共施設等適正管理推進事業債は、平成29年度に創設。

（百万円）

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27

30,19332,77134,90436,46937,13637,29637,29936,44535,48134,390臨時財政対策債

1,0581,4053,2523,6324,0044,5354,9843,9052,4991,411地域総合整備資金貸付金（ふるさと融資）

2,6692,4862,5972,6762,7292,7792,8112,9983,2583,524一般公共事業債

2,5252,6752,8082,6142,8363,0703,2583,5493,8874,169公営住宅建設事業債

3,4652,5771,3291,1701,0781,087904544393407災害復旧事業債

16,70016,15114,91113,5868,2435,5373,1743,1913,9514,713教育・福祉施設等整備事業債

1,4941,8012,2052,7203,2353,8324,6165,5526,6577,896臨時道路・河川整備事業債

5,1015,0484,4684,0263,3413,2603,2882,8502,6932,275辺地・過疎対策事業債

23,95626,24628,56630,91733,27335,48632,24029,51824,23621,903合併特例債

5,8745,2155,2885,1924,8703,5842,0141,185817603緊急防災・減災事業債

2,6042,1821,8481,34388538413648－－公共施設等適正管理推進事業債

12,79913,19213,05311,75011,2039,90010,25711,49312,90715,086その他の事業債

108,438111,749115,229116,095112,833110,750104,981101,27896,77996,377合計



（４）基金残高の推移

基金は、健全な財政運営を維持していくために、財政需要の高まる時期を念頭に置きながら計画的に積み立てを行ってきました。
市町村合併後は、新市の一体性を速やかに確立するためのインフラ整備や行政サービスの充実に基金を活用したことにより基金残高が減少しま
したが、その後、国県支出金などを有効に活用した市政運営や徹底した行財政改革を進めたことで財源を積み増し、平成27年度末には157億円となりました。
近年は、工業団地の整備や市有施設の耐震化、企業立地促進補助金などの財源として活用したため基金残高は減少傾向にあり、令和6年度は財政調整基金
(0.5億円（実際の積立額は5.5億円だが、除雪経費などに充当するため一時5.0億円取り崩しを行っている）)、減債基金(4.5億円（実際の積立額は5.8億
円だが、令和5年度に前倒しで交付された臨時財政対策債償還基金費1.3億円取り崩しを行っている）)の積立を行いましたが、その一方で、物価高対応のほか、
引き続き企業の新規立地や設備投資を支援するための財源として取り崩しを行った結果、令和6年度末の基金残高は対前年度4.3億円減の102.5億円となりま
した。

※財政調整基金・・・やむを得ない理由で財源不足が生じた場合に活用するための積立金。
※減債基金・・・借入金の返済を計画的に行うための積立金。
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■基金残高の推移
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億円 基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 その他の基金 合計

（百万円）

合計その他の基金減債基金財政調整基金

15,70011,4339823,285H27

15,40911,0209913,398H28

13,4789,0689993,411H29

12,9028,4701,0083,424H30

11,7266,9501,0173,759R1

10,3316,0341,0263,271R2

10,3985,8441,0343,520R3

10,8236,0231,0433,757R4

10,6805,6071,3013,772R5

10,2474,667 1,754 3,826 R6


